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● 子ども・子育て支援新制度では実施主体である市町村が、保護者の申請

を受け、保育の必要性を認定し、給付をする。 

（子ども・子育て支援法第１９条第１項第２号、第３号） 

 

●  保育の必要性の認定に当たっては、下記の２項目について行う。 

①「事由」（保護者の就労、疾病など） 

（子ども・子育て支援法施行規則第１条各号） 

②「区分」（保育標準時間、保育短時間の２区分（保育必要量）） 

（子ども・子育て支援法施行規則第４条第１項） 

 

→事由に応じて、支給認定期間、区分が設定される。 
 

 →区分に応じて、保護者は利用者負担額を支払う。また区分の範囲内で保

育を利用する。保育所等は各区分に対応する保育時間（11 時間、８時間）

を設定し、各保育時間を超過して保育を利用した場合は、保護者は原則

延長保育料を負担する。 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

支給認定について（保育の必要性の認定） 
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保育必要性の事由について 
現行現行現行現行制度制度制度制度        新制度新制度新制度新制度    

保育所を利用する場合  保育所等を利用する場合 

保護者が以下のいずれかの事由に該当し、

かつ、同居の親族その他の者が当該児童を

保育することができないと認められるこ

と 

 保護者が以下のいずれかの事由に該当し、

保育が必要であると認められること 

「保育に欠ける」事由  「保育の必要性」の事由 

昼間労働することを常態としていること  就労（パートタイム、夜間など基本的にす

べての就労に対応）★ 

妊娠中であるか又は出産後間がないこと  妊娠、出産 

疾病にかかり、もしくは負傷し、又は精神

若しくは身体に障害を有していること 

 保護者の疾病、障害 

同居の親族を常時介護していること  同居又は長期入院している親族の介護・看

護 

震災、風水害、火災その他の災害の復旧に

当たっていること 

 災害復旧 

  求職活動（保護者の両方が求職活動する場

合も含む） 

  就学 

  虐待や DV のおそれがあること 

  育児休業取得時に、既に保育を利用してい

る子どもがいて、継続利用が必要であるこ

と 

市長が認める上記に類する状態  その他市長が必要と認める場合 

※本市の現行において、保護者の一方の求職活動や、就学などを「市長が認める保育に欠

ける状態」に含めて、運用上対応している。 

 

表の★について 

『保育の必要性の事由のうち、就労の場合は、一月において、４８時間から

６４時間までの範囲内で市町村が定める時間以上の労働を常態とすること』

とあり、市町村が定める時間を６０６０６０６０時間時間時間時間として、第２回津市子ども・子育て

会議で提案した。 

（子ども・子育て支援法施行規則第１条第１号、津市子ども・子育て支援法に基づく

支給認定に関する規則第２条） 
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保育必要性の事由ध保育必要୤のયীについて 

    現行制度現行制度現行制度現行制度        

保育必要量の区分なし。就労等の時間や事由にかかわらず、新制度における

標準時間にあたる時間の保育が利用可能。 

 

    新新新新制度制度制度制度            

「保育の必要性」の事由 区分 備考 

就労（パートタイム、夜間など基

本的にすべての就労に対応） 

保育短時間 月当たり就労時間 120 時間未満 

保育標準時間 月当たり就労時間 120 時間以上 

妊娠、出産 保育標準時間 希望する場合は 保育短時間可 

保護者の疾病、障害 保育標準時間 希望する場合は 保育短時間可 

同居又は長期入院している親族の

介護・看護 

保育短時間 月当たり介護等時間 120 時間未満 

保育標準時間 月当たり介護等時間 120 時間以上 

災害復旧 保育標準時間 希望する場合は 保育短時間可 

求職活動（保護者の両方が求職活

動する場合も含む） 

保育短時間  

就学 保育短時間 月当たり就学時間 120 時間未満 

保育標準時間 月当たり就学時間 120 時間以上 

虐待や DV のおそれがあること 保育標準時間  

育児休業取得時に、既に保育を利

用している子どもがいて、継続利

用が必要であること 

保育短時間  

その他市長が必要と認める場合  市長が認める保育必要量区分 

 

保育必要୤の認定ध保育のਹ৷について 

 保護者は、認定された区分に対する保育施設等の利用可能時間内で、保育

の利用を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

【保育標準時間】

【保育短時間】

延長保育 延長保育 原則的な保育時間（８時間） 延長保育 延長保育

延長保育 原則的な保育時間（８時間） 延長保育

11時間

（利用可能な時間帯＝保育必要量）

８時間

（利用可能な時間帯＝保育必要量）
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● 市町村は、保育を必要とする子どもに対して、保育の実施義務を負う。 

（児童福祉法第２４条） 

● 当分の間、保育を必要とする子どもの全ての施設・事業の利用について、

市町村が利用の調整（利用調整）を行う。 

（児童福祉法第２４条第３項、法附則第７３条第１項による読み替え後） 

● 国は、利用調整を適切に行うため、優先利用に関する基本的考え方を通

知により示している。 

・事案に応じて調整指数上の優先度を高めることにより、優先利用を可と

する仕組みを基本とすること。 

・優先利用の対象として考えられる事項の例示。 

（こども・子育て支援法に基づく支給認定等ならびに特定教育・保育施設及び特定 

地域型保育事業者の確認に係る留意事項等について） 

 

優先利用優先利用優先利用優先利用のののの対象事項対象事項対象事項対象事項にかかるにかかるにかかるにかかる事例事例事例事例    津市津市津市津市におけるにおけるにおけるにおける取扱取扱取扱取扱上上上上のののの注意事項注意事項注意事項注意事項    

ひとり親家庭 単身の保護者とその子以外の同居人が 

いない場合 

上記以外のひとり親家庭 

生活保護世帯 就労により経済的な自立に資する場合 

生計維持者たる保護者の失業により 

就労の必要性が高い場合 

（他方の保護者が住民税非課税に限る） 

就労により経済的な自立に資する場合 

社会的養護が必要な場合 社会福祉事務所長又は児童相談所長が 

虐待又は DV があると認定する場合 

子どもが障害を有する場合 当該子どもを受け入れることができる 

施設を希望する場合 

育児休業を終了した場合 育児休業法に基づくもの 

兄弟姉妹が同一保育所等の利用を希望 

する場合（在園児の兄弟姉妹、未入所の

兄弟姉妹が同時に入所を希望する場合） 

 

小規模保育事業など地域型保育事業の 

卒園児童 

連携施設を希望する場合 

 

保育施設等のਹ৷৹ତについて 
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ਹ৷৹ତにબる৭અ੦૆఺लਹ৷৹ତの্১について 

現行現行現行現行制制制制度度度度        新制度新制度新制度新制度    

基本点数  基本点数 

それぞれの保護者について、労働時間、疾

病などの状況に応じて基本点数を決定 

 それぞれの保護者について、労働時間、疾

病などの状況に応じて基本点数を決定 

  調整指数 

 国が示す優先利用の対象として考えられ

る事項に応じて調整指数を加算 

優先順位  優先順位 

基本点数が同点となった場合に、子どもの

祖父母の状況に応じた判定点を加算 

 基本点数と調整指数の合計が同点となっ

た場合に、子どもの祖父母の状況に応じた

判定点を加算 

 

 

利用調整方法  利用調整方法 

保保保保護者護者護者護者のののの希望希望希望希望をををを優先優先優先優先    

ある保育所を第１に希望する子どものう

ちで、保育の必要性（基本点数）の高い子

どもから利用調整をする。 

 

子子子子どものどものどものどもの保育保育保育保育のののの必要性必要性必要性必要性をををを優先優先優先優先    

希望する保育所等にかかわらず、保育の必

要性（基本点数、調整指数の合計）の高い

子どもから利用調整を行う。その際、利用

希望の高い保育所から利用調整をする。 

調整結果の違い  調整結果の違い 

ある保育所を第２希望にする子どもが、第

１希望にする子どもより保育の必要性が

高い場合でも、第１に希望する子どもが優

先して利用調整される。 

ある保育所等を第２希望にする子どもが、

第１希望にする子どもより優先して利用

調整される。 

 

  

上記基本点数等上記基本点数等上記基本点数等上記基本点数等をををを合計合計合計合計しししし、、、、保育保育保育保育のののの必要性必要性必要性必要性のののの順位付順位付順位付順位付けをするけをするけをするけをする    
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A 保育所を第１に希望するこども B 保育所を第１に希望するこども 

保育の必要性 高 

ਠষ਑২のਹ৷৹ତ 

希望順位 
１．B 保育所 
２．･･･ 
３．･･･ 

希望順位 
１．B 保育所 
２．･･･ 
３．･･･ 

希望順位 
１．B 保育所 
２．･･･ 
３．･･･ 

希望順位 
１．A 保育所 
２．B 保育所 
３．･･･ 

希望順位 
１．A 保育所 
２．･･･ 
３．･･･ 

希望順位 
１．A 保育所 
２．･･･ 
３．･･･ 

A 保育所がਹ৷定৩をதइる等にेॉؚো所दऌऩいৃ় 

B 保育所を第１に希望するこども 

保育の必要性 高 

希望順位 
１．B 保育所 
２．･･･ 
３．･･･ 

希望順位 
１．B 保育所 
２．･･･ 
３．･･･ 

希望順位 
１．B 保育所 
２．･･･ 
３．･･･ 

希望順位 
１．A 保育所 
２．B 保育所 
３．･･･ 

希望順位 
１．A 保育所 
２．･･･ 
３．･･･ 

希望順位 
１．A 保育所 
２．･･･ 
３．･･･ 

①     ②    ③       
A 保育所 
ো所ਂ૭ 

①     ②    ③       ①     ②    ③       

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

１ ３ ６ ２ ４ ５ 

１ ２ ３ ４ ５ ６ 

２ ４ ５ 

A 保育所を第１に希望する
子どもの中で、保育の必要
性の高い子どもからਹ用調
整・決定する 

B 保育所を第１に希望する
子どもの中で、保育の必要
性の高い子どもからਹ用調
整・決定する 

より保育の必要性が高
い子どもが B 保育所を
第２に希望している場
合でも、第１に希望す
る子どもが優先してਹ
用調整される 
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保育の必要性の高い子どもから、希望する施設（保育所等）の順に、ਹ用調整・決定をする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ৗ਑২のਹ৷৹ତ 

保育の必要性 高 

希望順位 
１．B 施設 
２．･･･ 
３．･･･ 

希望順位 
１．B 施設 
２．･･･ 
３．･･･ 

希望順位 
１．B 施設 
２．･･･ 
３．･･･ 

希望順位 
１．A 施設 
２．B 施設 
３．･･･ 

希望順位 
１．A 施設 
２．･･･ 
３．･･･ 

希望順位 
１．A 施設 
２．Ｂ施設 
３．･･･ 

A 施設（保育所等）がਹ৷दऌऩいৃ় 

①   ②   ③   ④   ⑤   ⑥ 
１ ２ ３ ４ ５ ６ 

順位に関わらずB施設を希望するこども 

①     ②    ③       
A 施設 

ਹ৷ਂ૭ 
１ ２ ３ 

B 施設を第１に希望
している子どもより
も、保育の必要性の高
い子どもを優先して
ਹ用調整される 


